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概要 

地球を取り巻く大気圏(対流圏・成層圏・中間圏・熱圏)、およびその周辺の宇宙圏(電離圏・プラズ

マ圏・磁気圏・惑星間空間)の基本構造と環境は、太陽から放射されるエネルギー(太陽放射、太陽風)
を入力とした平衡状態によって規定される。しかしながら、太陽放射エネルギーは常に一定ではなく、

太陽活動に応じて変動するため、大気圏・宇宙圏で観測される長期的な環境変動が太陽活動によるも

のか、人為起源によるものかを見極めるには、長期にわたる様々な地上・衛星観測データを統合解析

することによって、太陽活動に対するこれらの領域の応答過程を解明し、定量的に一つのシステムと

して捉える必要がある。このような研究を促進させるためには、様々な地上・衛星観測データを一元

的に取り扱うデータ解析システムが必要不可欠となるが、2009 年 5 月から開始された大学間連携プロ

ジェクト「Inter-university Upper atmosphere Global Observation NETwork: IUGONET」において、様々な

地上観測データを相互参照し、可視化・相関解析を行う研究インフラを開発してきた。現在では、多

くの地上観測データが公開され、このデータ解析システムを駆使して大気圏・宇宙圏の短期・長期変

動に関する研究を行える環境にある。本解説では、IUGONET プロジェクトの概要について述べ、こ

れまで行ってきた大気圏・宇宙圏の太陽活動に対する応答とそのメカニズムに関する研究を紹介する。 
 

1. はじめに 

我々の生存環境である大気圏は、特徴的な温度構造を持ち、その温度の高度分布に従って地表面か

ら順に対流圏(~10 km)、成層圏(10~50 km)、中間圏(50~90 km)、及び熱圏(90~1000 km)と名付けられて

いる。成層圏と中間圏を合わせた領域はまた、中層大気(10~100 km)と呼ばれる。一方、太陽紫外線な

どによって中間圏・熱圏の一部の大気が電子とイオンに電離し、電離圏を形成している。電離圏もま

た、電子密度の高度分布に従って下から順に D 領域(70~90 km)、E 領域(90~130 km)、F1 領域(130~250 
km)、および F2 領域(250~1000 km)として区分される。とりわけ、高度 100km 以上の大気圏は超高層

大気と呼ばれている。高度 1000 km 以上の領域になると、中性大気はほぼ完全に電子とイオンに分か
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れ、無衝突プラズマの状態にある。これらの荷電粒子は、背景と個々の粒子が作り出す電場や磁場の

影響を受けながら運動する。地球磁場が支配する磁気圏、電離圏起源のプラズマで満たされている地

球近傍のプラズマ圏、高エネルギー粒子からなる放射線帯、および惑星間空間におけるエネルギーの

やりとりは、直接粒子間の衝突ではなく、電磁場と荷電粒子の相互作用を介して行われる。これが宇

宙圏の特徴であり、大気圏と大きく異なる点である。 

図１に太陽地球結合システムの概念図を示す。この図が示すように、太陽は絶えず周辺の惑星間空

間へ 2 つのカテゴリーに属するエネルギーを放射している。第一のカテゴリーは電磁波の性質を持つ

電磁放射であり、第二のカテゴリーは物質の性質をもつ太陽光および太陽高エネルギー粒子である。

太陽放射は、電磁波であるため、地球磁場の影響を受けずに地球磁気圏・大気圏に直接侵入すること

ができる。大気圏、地球表面が受け取る太陽放射エネルギーは、赤道域で最大となる。図 2 に示 

 

 
図 1: 太陽地球結合システムの概念図 1)。 

 

 
図 2: 高度 500 km までの地球大気中で観測される諸現象と各大気層の位置関係 2)。横軸は緯度、縦軸 
は高度を示す。右軸に対流圏、成層圏、中間圏、熱圏、および電離圏の大まかな高度範囲を表す。 
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すように赤道域における対流圏では、強烈な太陽放射エネルギーによって地表面、および地表付近の

大気が加熱され、活発な対流現象が引き起こされる。活発な対流現象に伴う大気擾乱を種として大気

波動が励起され、大気波動が上方の大気層へ伝搬し、運動量とエネルギーを輸送する。また、高度 70 
km の大気層では、短波長の太陽放射が吸収され、熱圏の加熱源と中性大気の電離源となっている。熱

圏では 1000 度以上の高温となり、熱圏領域と重なるようにして電離圏が形成されている。一方、荷電

粒子からなる太陽風、太陽高エネルギー粒子は地球磁場の影響を受け、磁気圏や大気圏に直接侵入す

ることができない。太陽風－磁気圏相互作用を通じて発生した電磁エネルギーが磁気圏内を伝搬し、

磁気圏内におけるプラズマ対流、環電流の発生、および放射線帯粒子の生成を引き起こす。 

このように大気圏・宇宙圏における基本構造と基礎状態は、太陽放射エネルギーを入力としたエネ

ルギー収支バランスの上で成り立っている。太陽は、一定エネルギーを絶えず放射しているわけでは

ない。太陽活動によって太陽風、およびＸ線から紫外領域における太陽放射が大きく変動することに

伴い、大気圏・宇宙圏におけるプラズマ、大気環境は太陽活動に呼応して変化する。プラズマ、大気

環境が状態遷移する際に様々な擾乱現象が発生する。状態遷移による擾乱現象の発生過程や背景場の

長期変動メカニズムを解明するためには、太陽活動による大気圏・宇宙圏の応答を捉え、太陽と地球

を一つのシステムとして理解を深める必要がある。地球観測年(International Geophysical Year: IGY, 
1957—58 年)以降、整備されてきた広域観測網から取得された太陽・地球大気圏に関する多種多様の観

測データ、衛星観測、および数値モデリングを組み合わせることによって、グローバルなエネルギー

の流れとエネルギー変換過程を明らかにすることが必須である。既に、2009 年 5 月から開始された大

学間連携プロジェクト「Inter-university Upper atmosphere Global Observation NETwork: IUGONET」によ

って国内外の大学・研究機関が実施してきた太陽・地球大気の地上観測データに関するメタデータ交

換システムの構築と観測データを可視化、解析するソフトウェアの開発が実施された。観測データを

相互に有効活用し、分野横断的な地球大気環境変動に関する学際的な研究を実施できる研究基盤が整

っている。 

本解説では、筆者が主体的に取り組んできた IUGONET データ解析システムの概要と利用法、なら

びに長期にわたる地上・衛星観測データを用いた太陽活動に伴う地球大気、宇宙圏の長期、短期変動

とメカニズムに関する研究についてわかりやすく述べる。 

2. IUGONETデータ解析システムの概要と利用法 

 前章で述べたように、宇宙圏、および大気圏に入射する太陽放射エネルギーは、地球をとりまく空

間の中を太陽エネルギーの形態を変えながら伝搬し、多様な物理現象の要因となる。地球大気圏・宇

宙圏は異なる領域間でお互いにグローバルに強く結合しているため、地球大気圏・宇宙圏で観測され

る変動現象のメカニズムを定量的に理解するためには、各領域間における物質輸送や運動量輸送など

の相互作用の実体を調査する必要がある。全球規模の地上観測ネットワークから長期的に得られた

様々な観測データ（電離・中性大気，大気組成，オーロラ，地磁気，太陽風，太陽紫外線等）を組み

合わせた分野間にまたがる総合解析を行うことが必要不可欠となる。本章ではまず、IUGONET 発足

以前の観測データベースの在り方と問題点を述べた上で、IUGONET プロジェクトの概要とデータ解

析システムについて解説する。 

2.1 観測データベースの問題点と IUGONETプロジェクトのねらい 

IUGONET 発足以前の太陽・超高層大気観測データベースは、観測を実施した各大学・研究機関の

責任者の判断で独自に管理され分散していただけでなく、観測データベースのホームページに観測デ

ータの意味、利用法、注意点などの記述が不十分であった。そのため、研究者が専門分野外の観測デ

ータを検索、取得、解析し、科学的成果を得るのに多大な労力を必要としていた。観測データの多く

は特定の機関や分野での利用が中心となり、一部は利用可能なデータベースとして整理されず、未公
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開のまま有効に活用されてこなかった。上述の理由によって、多様な観測データを用いた学際的研究

を実施するのが困難となり、研究遂行上の障壁となっていた。観測データベースのあり方に関する問

題を解決するために、2009 年 5 月から開始された IUGONET プロジェクトは、図 3 に示すように観測

データからメタデータを抽出してインターネット上で広く共有するシステムを開発し、各機関が国際

地球観測年（1957—1958 年）以来蓄積してきた種々の地上観測データを相互参照する研究環境の構築

を 
 

 
図 3 : IUGONET プロジェクトの概念図 4)。IUGONET では、横断検索のための超高層大気観測データ

のメタデータ・データベースを構築し、それをインターネット上に共有することで各観測データの相

互参照を可能にしている。 
 
図る。異種の地上観測データを一つのプラットフォームで可視化、統計解析を行う解析ソフトウェア

を開発し、観測データの総合解析を促進させる。全球規模で起こる地球大気圏・宇宙圏の諸現象の解

明に貢献する研究基盤の構築とともに、分野横断的な研究促進を目指す 3, 4)。 

2.2 横断検索のためのメタデータ・データベース 

前述のように IUGONET では観測データからメタデータを抽出してデータベース化し、インターネ

ット上で共有するシステム（＝IUGONET メタデータ・データベース）を構築している。IUGONET メ

タデータは観測データそのもの（実データ）ではなく、実データに付帯した情報を記述した、いわば

データのカタログに相当する。つまり、太陽・地球大気分野の観測データに対するメタデータに含ま

れる項目としては、観測データの概要、謝辞、観測日時、観測領域、観測地点、データの保存形式、

観測データの所在、装置の種類、問い合わせ先などが挙げられる。各機関が所有する個々の観測デー

タからメタデータを抽出し、データベース化するためには、共通のフォーマットを策定する必要があ
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る。IUGONET では、欧米の太陽地球系物理学の研究者

らによる国際コンソーシアムである SPASE (Space 
Physics Archive Search and Extract) 5)によって作成され

たデータモデルを基本メタデータフォーマットとして

採用した。SPASE モデルは衛星観測データ用に記述さ

れていたため、IUGONET では独自に太陽や地球大気

に関係する地上観測データの特徴に沿うように修正を

加えて、共通メタデータフォーマットを策定した。修

正事項として、地上観測器が見ている観測領域(緯度、

経度、高度、座標など)を記述できるように、SPASE モ

デルの基礎部分に改良を加えた 6)。既存の有力なフォ

ーマットを基礎とすることによって、将来的に世界中

の様々な太陽地球科学分野におけるコミュニティ間

で、メタデータ交換や共有が進められることが期待さ

れる。IUGONET 共通メタデータフォーマットは 1 つ

のデータセットを記述するメタデータの他に、観測装

置、観測サイト、人的リソース、実データのデータベ

ースなどの情報のカテゴリー毎に独立している。カテゴリーに分けされたメタデータは個別の XML
ファイルとして記述され、相互参照できる構造を持っている。個々のデータファイルに付随したメタ

データ（Granule）も定義されており、データファイル毎のメタデータをアーカイブすることで，デー

タファイル単位の検索も可能となっている。したがって、Granule に記述されているデータファイル単

位の URL を通じて、直接、データを web 上で取得することができる。 

2.3 IUGONETメタデータ・データベースの活用方法 

IUGONET メタデータを介して各大学・研究機関が所有している観測データにたどり着くためには

まず、IUGONET メタデータ検索ページ(http://search.iugonet.org)にアクセスする。アクセスに成功すれ

ば、図 5 のような検索ページがブラウザーの画面に現れる。メタデータ検索ページへのアクセスにあ

たっては、ユーザー登録が不要で誰でも自由にアクセスすることができる。検索したいメタデータに

合わせて、キーワード、日時、地球や太陽面上の緯度・経度、データタイプなどの条件を入力し、検

索(Search)ボタンをクリックする。入力した条件を満たすメタデータのリストが現れるので、該当する

図 4: IUGONET メタデータのカテゴリー2) 

図 5: IUGONET メタデータ検索ページのトップ画面 2)。検索に必要な入力事項や活用方法などの説

明が吹き出しの中に記述されている。 
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メタデータに記載された実データの所在地（URL など）から観測データに容易にアクセスすることが

できる。IUGONET メタデータ検索システムを利用する利点として、IUGONET 参加機関と協力機関が

所有する観測データに関するメタデータを 1 回の問い合わせで横断的に検索できる点である。 

キーワードの指定では、表 1 に示すように AND/OR 検索、固定文字列検索や特定ワードの除外など

を条件に加えてメタデータの検索を絞り込むことができる。登録 ID でのメタデータの検索も可能で、

一意検索、階層検索、ならびに両者を組み合わせたメタデータ検索にも対応している。一方、IUGONET
メタデータ検索ページの左の欄には、検索ページの簡単な使い方を動画で紹介するページのリンクや

IUGONET 各機関のメタデータ登録の進捗状況が機関ごとに一覧表へのリンクがある。メタデータ登

録の進捗状況に関する一覧表からも該当する観測データのメタデータにたどり着くことができるよう

になっている。 

表 1: 検索ワードの指定例 2) 

 
 
2.4 データ解析ソフトウェア － IUGONET data analysis software (UDAS) 

IUGONET プロジェクトでは 2.3 節で述べたメタデータ・データベースを通じて取得した様々な観

測データを解析、可視化する解析ソフトウェア、IUGONET Data Analysis Software (UDAS) 7,8)を開発し

てきた。IUGONET データ解析ツールは太陽地球物理コミュニティにおいて幅広く使用されている

Interactive Data Language (IDL)言語で書かれており、宇宙空間物理環境のためのデータ解析ソフトウェ

ア (Space Physics Environment Data Analysis Software：SPEDAS)のプラグインソフトウェアである。

UDAS は IUGONET 参加機関が提供する様々な地上観測データ(太陽、地磁気、大気光、風速、温度な

ど)のロード関数、および高度なスペクトル解析ツールや統計検証パッケージから構成されている。

UDAS を使用することにより、IUGONET 地上観測データの表示や解析を行うことが容易にできる。

また、UDAS は ERG 衛星プロジェクト 9)と共同で開発された解析ツールでもある。SPEDAS は、元々

オーロラサブストーム現象を解明するために打ち上げられた THEMIS 衛星の観測データを一元的に

取り扱う解析ツール(THEMIS Data Analysis Software: TDAS)の拡張版ツールである。TDAS にはコマン

ドライン(Command User Interface: CUI)だけでなく、初心者向けの Graphical User Interface (GUI)ツール

も実装されているため、実際の解析では CUI、GUI ともに利用することができ、未経験者にとっても
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直感的に操作しやすい仕様になっている。図 5 に示されている以下の手順に従って IUGONET のホー

ムページ(http://www.iugonet.org/software.html)から UDAS をダウンロードし、UDAS を各個人の PC へ

導 入 す る こ と が で き る 。 現 在 、 SPEDAS VM バ ー ジ ョ ン が SPEDAS の ホ ー ム ペ ー ジ

(http://themis.ssl.berkeley.edu/software.shtml)から入手可能となっており、IDL VM (Virtual Machine)をイン

ストールしなくても動作する仕様となっている。 
 

 
図 5. UDAS 導入までの流れ 2) 

 

 
図 6: UDAS を用いた観測データのロードのイメージ 2) 

  
UDAS の最大の特徴はユーザーがデータの所在地やデータファイルのフォーマットを気にすること

なくデータを自動的にダウンロード、表示や解析することができる点である。図 6 には UDAS を用い

た観測データのロードのイメージ図を示している。図 6 が示すようにユーザーはたった 3 つのコマン

ドを打つことにより、データをダウンロードし、時系列プロットに表示することができる。SPEDAS
でロードできる衛星データも含めた異種データの並列プロットを容易に作成でき、各データ間の相関

を一目でみることができる。現在、IUGONET のホームページから公開されている UDAS s1.00.1
（SPEDAS v1.00 対応版）で提供している UDAS ロード関数は 29 種目である。表 2 に UDAS s1.00.1 で

利用可能な UDAS ロード関数の一覧を示す。表 2 からわかるように太陽、超高層大気から一部の気象

観測データまでを UDAS で取り扱うことができる。 

UDAS には表 2 に示した 29 種のロード関数以外に SPEDAS では実装されていない IUGONET メタ

データ・データベースとの連携ツールや様々なスペクトルと統計解析ツールが含まれている。表 3 に

は UDAS に実装されている統計解析のコマンド(IDL 関数)を示す。UDAS に含まれる統計解析ツール

を利用することにより、異なるデータの相関解析から得られた結果の有意性を客観的に見ることがで

きる。長期の観測データの中に見られる長期トレンドの有意性についても調べることができ、地球温

暖化に代表されるような太陽地球環境の長期的な変動がデータの上で有意かどうかを判定できる。通

常の短時間フーリエ変換では追うことができない非定常な変動現象(地震波、地磁気不規則変動など)
に対しても、Stockwell 変換を施すことによって周波数と振幅の時間変化を詳細に調べることができる。 
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表 2. UDAS ロード関数の一覧 2) 

UDAS ロード関数 観測データ 提供機関 
iug_load_smart 太陽磁場活動望遠鏡（SMART）データ 京大天文台 
iug_load_iprt 太陽 VHF/UHF 電波スペクトルデータ 東北大 
iug_load_hf_tohokuu HF 帯太陽・木星電波広帯域スペクトルデ

ータ 
東北大 

iug_load_aws_rish 自動気象観測装置データ 京大 RISH 
iug_load_blr_rish 境界層レーダーデータ 京大 RISH 
iug_load_ltr_rish L バンド下部対流圏レーダーデータ 京大 RISH 
iug_load_ear 赤道大気レーダーデータ 京大 RISH 
iug_load_mu MU レーダーデータ 京大 RISH 
iug_load_meteor_rish 流星レーダーデータ 京大 RISH 
iug_load_mf_rish MF レーダーデータ 京大 RISH 
iug_load_wpr_rish ウィンドプロファイラーレーダーデータ 京大 RISH 
iug_load_ionosonde_rish イオノゾンデデータ 京大 RISH 
iug_load_radiosonde_rish ラジオゾンデデータ 京大 RISH 
iug_load_sdfit SuperDARN レーダーデータ 名大 ISEE、極地研、その

他 SuperDARN 関連機関

iug_load_eiscat EISCAT レーダーデータ 名大 ISEE、極地研 
iug_load_eiscat_vief EISCAT レーダーデータ（イオン速度／電

場ベクトル） 
名大 ISEE、極地研 

iug_load_irio_nipr イメージングリオメータデータ 極地研 
iug_load_lfrto LF 帯標準電波観測データ  東北大 
iug_load_avon_vlfb ア ジ ア VLF 観 測 ネ ッ ト ワ ー ク 

(AVON/VLF-B) データ 
東北大 

iug_load_camera_omti_asi 超 高 層 大 気 イ メ ー ジン グ シ ス テ ム 
(OMTI) データ 

名大 ISEE 

iug_load_asi_nipr 全天イメージャデータ 極地研 
iug_load_ask_nipr 全天イメージャケオグラムデータ 極地研 
iug_load_gmag_wdc AE, Dst, ASY/SYM 指数、観測所地磁気デ

ータ 1 時間値・1 分値 
京大 WDC 

iug_load_gmag_nipr 昭和基地・アイスランド磁力計、南極無人

磁力計観測網データ 
極地研 

iug_load_gmag_mm210 210°地磁気観測網データ 名大 ISEE、九大 ICSWSE
iug_load_gmag_magdas_1sec MAGDAS 地磁気観測網データ 九大 ICSWSE 
iug_load_gmag_stel_induction STEL 誘導磁力計観測網データ 名大 ISEE 
iug_load_gmag_nipr_induction 昭和基地、アイスランド誘導磁力計デー

タ 
極地研 

iug_load_kyushugcm 九大 GCM シミュレーションデータ 極地研、九大 
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表 3. UDAS に実装されているスペクトル、統計解析ツール 2) 

IDL 関数名 入力データ数 用途 
udata_interpolation 2 2 種類のデータの時間間隔と欠測値の有無を比較

し、欠測値の部分と時間間隔を短いデータに合わす

ように線形補間を行う。 
ucross_cor 2 2 種類のデータの相互相関を求め、最大と最小の相

関値とそれを与えるラグを求める。そして、求めた

相関係数の有意性をｔ検定によって判定する。 
udifference_test 2 2 種類のデータを比較し、有意な差が認められるか

を判定する。 
utrend_test 1 1 種類のデータに対して有意なトレンドがあるかど

うかをｔ検定によって判定する。 
uspec_coh 2 2 種類のデータのパワースペクトルを計算し、コヒ

ーレンスと位相を算出する。 
ustrans_pwrspc 1 1 種類のデータに対して Stockwell 変換を行い、周波

数スペクトルを求める。 
uchange_point_checker 1 1 種類のデータについてトレンドの変曲点、つまり

上昇から下降に転じる時刻を求める。 
 

IUGONET データ解析ソフトウェアは分野の異なる観測データを可視化するだけでなく、お互いの

相関について詳しく調べる解析ツールである。IUGONET データ解析ツールを駆使することによって、

各分野を専門とする研究者が分野横断的な研究を容易に実施することができると考えられる。図 6 で

示した基本プロットコマンドを繰り返すだけで、異なる観測データの時系列プロットを縦に並べて描

くことができる。図 7 に、UDAS を用いた太陽 F10.7 指数、MU レーダーで取得された長期にわたる 
 

 
図 7: UDAS を用いた太陽 F10.7 指数、信楽 MU レーダーで取得された長期にわたる電離圏から対

流圏までの観測データの並列プロット。 
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電離圏—対流圏データの並列プロット例を示す。横軸は年を表し、期間は 1986 年から 2015 年までで

ある。各パネルのデータがどの大気層を示しているのかをわかりやすくするために、左のパネルに中

性大気温度と電子密度高度プロファイルのポンチ絵を示している。図 7 の第 1 パネルに示される太陽

F10.7 フラックスは 1986 年から 2015 年までに 3 度、約 11—13 年の間隔をもって極大となっている。

太陽 F10.7 フラックスの変動は 11 年の太陽活動周期を示すものであり、太陽活動が極大の時期に太陽

F10.7 フラックスが増加する。第 2 のパネルに示される電離圏イオン温度の高度分布は、太陽活動 11
年周期に同期して変動し、太陽活動が極大となる時期にイオン温度が上昇していることが分かる。太

陽活動 23/24 周期の極小期(2007—2009)において高度 400 km 以下の電離圏イオン温度が極端に低下し

ていることも見て取れる。中間圏、および下部成層圏・対流圏における東西風には顕著な季節変動が

見受けられるが太陽活動に同期した変動は現れていない。図 7 から一目で太陽活動の影響がどの大気

層まで及んでいるかを判定することができる。IUGONET データ解析システムを利用した研究例とし

て筆者が行ってきた太陽地球環境の短期/長期変動に関する研究例を第 3、4 章で解説する。 

2.5 まとめ 

 IUGONET 参加期間は長年にわたって多種多様の観測測器を両極域から赤道域までの広範な領域に

設置し、太陽から気象観測データを取得し、データベース化を行ってきた。しかしながら、太陽地球

観測データベースは各機関が独立に運営・管理していたため、太陽地球観測データベースが分散して

いた。太陽地球観測データを利用したい研究者はデータベースの場所、観測データの収集に多くの時

間を要し、短時間で新しい研究成果を出すのが困難であった。このような問題点を解決するために

2009 年から開始された IUGONET プロジェクトは、個々の観測データからメタデータを抽出し、それ

をデータベース化し、インターネット上で共有できるようなシステムを構築してきた。IUGONET メ

タデータ・データベースを利用することによって、データ利用者は容易に各データベースにたどり着

くことができ、メタデータから観測データに関する重要な情報(観測点の位置、観測測器、観測者、デ

ータフォーマット、観測期間と領域、データベースの場所など)を知ることができる。メタデータを介

して収集した観測データを一元的に取り扱う IUGONET 解析ソフトウェア(UDAS)も開発してきた。

UDAS を駆使することによって異分野の観測データを一つのプラットフォームで解析でき、時系列プ

ロットを縦に並べて描くことができる。UDAS によって容易に異分野のデータ間の相関やスペクトル

解析を行うことができる。IUGONET メタデータ・データベースと UDAS は既に公開されており、誰

でも利用することができる。 

 現在では IUGONET メタデータ検索システムの弱点を補うために、新しい IUGONET データ解析シ

ステムの開発が行われている。現在公開されている IUGONET データ解析システムではメタデータ検

索とデータの可視化が別々のツールに分かれていたが、新システムではメタデータ検索とデータ解析

が一体化され、検索メタデータに関連したデータの Quick Look プロットを見ることができる。メタデ

ータ作成に用いられるスキーマファイルにも改良を施し、デジタルオブジェクト識別子（Digital Object 
Identifier：DOI）を組み込んだメタデータ作成が今後可能となる。 

3. 地磁気日変化の振幅に見られる超高層大気の長期変動特性について 

 本章では地磁気変動が比較的静かな日に現れる地磁気日変化に着目し、地磁気日変化の振幅変動か

ら推測される高度 80—150 km の熱圏・電離圏の長期変動特性(季節変動、太陽活動、長期トレンド)に

ついて触れる。 

3.1 はじめに 

人類の活動によって地球大気圏に放出された温室効果気体(二酸化炭素、メタン)は、対流圏などの

下層大気においては温室効果として働くが、成層圏・中間圏・熱圏などの中層・超高層大気では冷却
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源として作用する。中層・超高層大気における大気密度や温度などの長期トレンドは、地球温暖化に

よって減少傾向を示すことが予想される。地球温暖化の影響が下層大気に比べて中層・超高層大気に

おいて大きく現れるため、上層の大気圏における観測パラメタ(気温、風速)の長期解析から、地球温暖

化の影響をはっきりと捉えられると期待される。 

1990 年以降、太陽地球大気環境に関する長期の観測データの解析研究やモデル・シミュレーション

研究によって、超高層大気の長期変動の実態が明らかになりつつある 10—15)。例えば、電離圏に目を向

けると、電子密度構造を示すパラメタ(最大電子密度、それを与える高度)の長期トレンドは、以下の 3
つの要因が関係していると考えられている。 

1．地球温暖化ガスの増加 16, 17) 

    2．地磁気活動の長期変化 18, 19) 

3．地球磁場の永年変化 20—22) 

 本研究では、1 と 3 の効果に着目して電離圏や熱圏の長期変動を表すプロキシの 1 つである地磁気

静穏日変化の振幅についての長期変動特性について焦点を絞り、地磁気静穏日変化振幅の長期変動か

ら推測される電離圏・熱圏における長期変動特性とメカニズムについて考察する。 

地上で観測される地磁気変動の中には、太陽フレアなどの太陽表面現象に伴う突発的な擾乱現象で

ある磁気嵐以外に、比較的太陽活動の静穏なときに観測される規則正しい変動がある。後者の地磁気

変動は地磁気静穏日変化(Sq: Solar quiet daily variation)と呼ばれており、電離圏 E、下部 F1 領域に相当

する高度領域(85—125 km)を流れる電離圏電流の作

る磁場擾乱である。Sq 変動を引き起こす電離圏電

流は中間圏・下部熱圏における中性大気風と電離圏

プラズマとの相互作用によって駆動される。Sq 電

流は電離圏電気伝導度、電離圏電場および中性風に

よる起電力の大きさや方向によって変化する。グロ

ーバルに分布する多数の地磁気観測点で観測され

る Sq 場の磁場振幅を長期に解析することで、下部

熱圏・中間圏、および電離圏環境(中性大気・プラズ

マ密度、風速場、温度分布)の太陽活動や人類活動に

よって引き起こされる地球温暖化による長期変動

を調べることができる。静穏時における地磁気の変

化には、太陽時と太陰時に依存する 2 つの成分があ

ることが古くから知られている。ただし、太陰時に

依存する成分は太陽時に依存する成分に比べて非

常に小さいので、正確な変化分を検出するためには

膨大な資料を用いた複雑な統計解析を必要とする。 

  図 8 に柿岡、Guam、及び Huncayo の 3 地磁気観

測点で得られた地磁気活動が静穏な期間の地磁気

水平成分の変化を示す。柿岡は中緯度域に、残りの

2 観測点は赤道域に属する。この図からわかるよう

に、Guam と Huncayo のような赤道域に位置する観

測点では、Sq 場の水平南北方向の磁場変動は正の

変動を示し、赤道域よりも高緯度側では負の変動を

示す。Sq 場に伴う地磁気変動と電磁気学における

図 8: 柿岡、Guam、及び Huncayo の 3 地磁

気観測点で得られた地磁気水平成分の変

化。プロットの期間は、磁気的に静穏な

2008 年 8 月 21—31 日である。 
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基礎法則(アンペールの法則)を考慮すると、赤道域

では東向きの電流が流れ、中緯度では西向きの電流

が電離圏高度に流れていることが推測される。各日

における Sq 場の振幅は常に同じではなく、日に応

じて異なる。これは、各地磁気観測点の上空を流れ

る電離圏電流強度が日々変動をしていることを意

味する。Sq 場に伴う地磁気変動を用いて作成され

た電流系は昼間側の中低緯度領域で支配的な反時

計回りの電流系となっている。Sq 電流系の起源は

電離圏高度における電離大気と中性大気との相互

作用を介して発生するダイナモ電場である。ダイナ

モ電場によって電離圏 E 領域を構成しているイオ

ンと電子が異なる方向に移動するので、電離圏 E 領域に電流が発生する。高緯度に目を向けると、磁

気緯度 75 度付近に中心をもつ 2 セル型の電流系が形成されている。2 セル型の高緯度電流系は太陽風

—磁気圏相互作用によって生じた電流や電場によって駆動されたものである。高緯度電流系による磁

場変動はしばしば Sqp と呼ばれており、Sqp 変動を見ることによって過去の太陽風の状況を推定する

ことができる。 

  さて、Sq を作る電離圏電流は、以下のオームの法則に従う。 

 BUEJ   

 上式において、Σ、E、U 及び B はそれぞれ、高度積分された伝導度テンソル、電場 E、中性風 U と

背景磁場 B である。オームの式からわかるように、電離圏電流の大きさは電気伝導度 Σ、電場 E、お

よびダイナモ電場に相当する中性風と背景磁

場の掛け算に依存する。Σ は電離圏の電子密

度、中性大気と電離圏プラズマとの衝突周波

数、および背景磁場強度に関係する。電離圏・

熱圏におけるプラズマ、大気環境の影響を受け

て変動する Sq 場の磁場振幅における長期変動

特性を調べることで、電離圏・熱圏下部・中間

圏における超高層大気の長期的な変遷を明ら

かにすることができる。 

これまでの Sq 場の振幅についての長期変動

に関する研究は数多く行われており、約 30 年

に及ぶ長い歴史を持っている。代表的な研究例

として Schlapp らと Elias らによるものが挙げ

られる 24, 25)。Schlapp らは 1911 年から 1986 年

までの約 75 年間に及ぶ、ヨーロッパ地域にあ

る地磁気観測点 Niemegk (NGK)から得られた

Sq 場の磁場振幅と太陽黒点数の月平均値の変

動との相関解析を行った。Schlapp らの結果を

図 10 に示す。図 10 において上の曲線が Sq 場

の磁場振幅を、下の曲線が太陽黒点数を表す。

図 10 で最も特徴的な変化は Sq 場の磁場振幅

が太陽黒点数に非常によい相関をもって変動

図 9: 地磁気日変化変動から導き出された電離

圏高度でのグローバルな等価電流系 23)。 

図 10: 1911—1986 年における国際地磁気静穏日に

ついて、ヨーロッパの地磁気観測点 NGK での Sq
場の磁場振幅と太陽黒点数の時系列プロット 24)。

両者とも年平均データとなっている。また、左縦

軸には、太陽黒点数、右縦軸には、測点 NGK での

Sq 場の磁場振幅を nT で表している。 
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し、太陽活動極大期に Sq 場の磁場振幅が

増大する傾向にある。太陽活動に同期した

Sq 場の磁場変動は地球の超高層大気を電

離させる太陽極端紫外線が太陽活動 11 年

周期で変動するため、太陽活動に応じて電

離圏の電子密度や電気伝導度が変化し、電

離圏を流れる電流量が変化することを意

味している。 

太陽黒点数と Sq 場の磁場振幅の最大値

のエンベロープの変化の仕方が似ている

ことから、太陽活動 11 年周期以外の太陽

活動によっても Sq 場の磁場振幅が変化し

ていくことが結論づけられる。特に、太陽

活動が低調であった 1930 年代、1970 年代

の Sq 場の磁場振幅の最大値が小さくなっ

ている。 

  Schlapp らは 3 つの太陽活動周期に対し

て、太陽黒点数と Sq 場の磁場振幅の相関について解析を行った。図 11 から明らかなことは太陽黒点

数に比例して地磁気日変化の振幅が増加することである。各太陽活動周期に対して、Sq 場の磁場振幅

の傾きはほぼ一定であるが、1979 年に太陽黒点数が最大となる太陽活動周期では、y 切片が小さくな

っていることが見て取れる。y 切片の値の変化は Sq 場の磁場振幅の長期変動に与える太陽活動以外の

寄与、つまり、地磁気の永年変化成分や地球大気の長期変化が関与していることを示唆する。 

一方、後者の Elias らは地磁気の永年変化成分や地球大気の長期変化が Sq 場の磁場振幅に与える影

図 11: 3 つの太陽活動周期に対して、太陽黒点数と

地磁気日変化の振幅の相関図 24)。各プロットの三

角印は、各太陽活動周期の中で太陽黒点数の最大

値を示す。 

図 12: 1960—2001 年までの太陽活動成分を差し引いた南アフリカの地磁気観測点(ヘルマナ

ス)における Sq 場の磁場振幅の長期トレンド 25)。 
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響について解析を行い、図 12 に示すように Sq 場の磁場振幅には右上がりの長期的なトレンドが存在

することを示した 25)。Elias らは電気伝導度モデル値との比較を基に Sq 場の磁場振幅が示す右上がり

の長期トレンドは、背景磁場の永年変化だけでなく、超高層大気の長期変動による電離圏電子密度増

加による影響であると解釈した。超高層大気の長期変動の候補として地球温暖化ガス(CO2)の増加によ

る電離圏・熱圏・中間圏の寒冷化が引き起こす電離圏電子密度の増加が挙げられることをモデル計算

から示唆している。しかしながら、Elias らの研究は、使用した地磁気観測点が 3 点のみであること、

解析期間が 1960—2001 年までの 41 年間に限っていることから、長期的に見たときに果たして Sq 場の

磁場振幅における増加トレンドが全球的に見られるのかという疑問が残る。また、Sq 場の磁場変動を

駆動している下部熱圏・中間圏の中性大気風のデータを解析していないため、その下部熱圏・中間圏

における風速変動の寄与がどの程度効いているか不明である。Elias らの解析では、中性風の寄与は電

離圏電気伝導度に比べて相対的に小さいと仮定している。このような背景にあって、2009 年度から開

始された IUGONET プロジェクトの保有する長期的な全球的な地磁気データ、および熱圏・中間圏に

おける中性大気風データを用いて、全球的な Sq 場の磁場振幅の長期変動特性とメカニズムを明らか

にすることを目的とする。本研究では、IUGONET で開発された観測データのメタデータ検索システ

ムやデータ解析ソフト(UDAS)といった恵まれた解析環境を駆使することによって多種多様でかつ多

量のデータ解析の効率化を図った。 

3.2 観測データと解析方法 
3.2.1 観測データ 

本解析では京大地磁気センター(http://wdc.kugi.kyoto-u.ac.jp/index-j.html)から提供された 1 時間値の

地磁気水平成分データを用いた。京大地磁気センターのサイトでは 274 の地磁気観測点で得られた地

磁気観測データが利用可能となっている。Sq 場の地磁気変動を作り出す電離圏電流は、中・低緯度の

中間圏・下部熱圏領域における太陽潮汐波による中性風によって駆動されるため、本研究では磁気緯

度 60 度未満の領域に分布する地磁気観測点のデータを選んだ。太陽活動度指数(F10.7 フラックス)デ
ータが利用可能な期間(1947 年—現在)に該当するデータを選定すると、213 の地磁気観測点のデータが

上記の条件に当てはまった。さらに、利用可能な観測データ期間が太陽活動 3 周期分以上であるとい

う条件を付加した結果、69 の観測点が残った。以後の Sq 場の地磁気変動の統計解析(太陽活動との比

較、長期トレンドなど)では 69 点の地磁気観測点で得られたデータを用いた。 

地磁気静穏日を同定するため、GeoForschungsZentrum (GFZ, Potsdam, Germany) から提供された 3 時

間値である地磁気 Kp 指数を用いた。Kp 指数は 1932 年 1 月から利用可能となっている。太陽活動の

良い指標としてよく用いられる太陽 F10.7 電波フラックスの 1 ヶ月平均値を用いた。F10.7 データは

Space Physics Interactive Data Resource (http://spidr.ngdc.noaa.gov/spidr/)から提供されたものである。太陽

黒点数の代わりに太陽 F10.7 電波フラックスを用いた主な理由は、太陽活動極小期ではしばしば連続

した無黒点日数が現れるため、太陽黒点数がゼロになってしまうためである。長期間にわたってゼロ

値が継続すると、Sq 場の磁場振幅と太陽活動度の相関解析を正確に行えなくなってしまう。一方、太

陽 F10.7 電波フラックスは超高層大気の電離と加熱を引き起こす太陽極端紫外線(EUV)放射との物理

的関連性を持つ。 

3.2.2 解析手法 

これまでの Sq 場の長期変動に関する過去の研究では、各月の中で最も静穏な 5 日間の地磁気静穏

日リストを用いている 25)が、地磁気静穏日リストを使用した場合、必ずしも静穏ではない日が含まれ

るという欠点を含む。本解析では、地磁気静穏日として各 1 日を通じて Kp 指数の最大値が 4 未満で

ある日として定義し、Kp 指数の最大値が 4 未満という条件を満たす日の地磁気水平成分の最大と最

小値の差を Sq 場の磁場振幅とした。太陽活動に依存しない Sq 場の長期的な変動成分を調べるため、

太陽活動依存性を除去することが必要となる。Kp 指数の閾値から同定された地磁気静穏日における
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太陽 F10.7 フラックスの 1 日平均値と Sq 場の磁場振幅との相関関係から 2 次回帰曲線を求めること

ができる。2 次回帰曲線からのずれ(残差)を時系列としてプロットし、2 次回帰曲線からの残差にどの

ようなトレンドがあるのかと調べた。 

3.3 解析結果 
3.3.1 Sq場の磁場振幅の太陽活動依存性 

太陽活動度の指標である太陽 F10.7 電波フラックスと Sq 場の磁場振幅との間にどのような関係が

あるのかを調べるため、両者のデータの相関解析を行った。図 13 には 1945—2015 年までの 1 ヶ月平

均値の太陽 F10.7 電波フラックスと各観測点における Sq 場の磁場振幅の長期変動の時系列プロット

が示されている。図 13 の左のパネルは主に赤道域に位置している観測点のもので、右のパネルは低緯

度の観測点のものとなっている。両方のパネルから見て取れるように、太陽 F10.7 電波フラックスが

示す 11 年太陽活動周期をもって Sq 場の磁場振幅が変動していることが分かる。すなわち、太陽 F10.7
電波フラックスの値が増加するにつれて Sq 場の磁場振幅も増加している。Sq 場の磁場振幅の大きさ

は各太陽活動周期の活動度に比例している。例えば、1970 年を極大とする太陽活動 20 サイクルは他

の活動サイクルに比べて低調で、太陽 F10.7 電波フラックスの最大値も 150—160 程度と低くなってい

る。各観測点で得られた Sq 場の磁場振幅においても同様の傾向がみられる。1913 年以来約 100 年ぶ

りの超極小期であった 2008—2009 年付近の Sq 場の磁場振幅が極端に小さくなっていることが注目さ

れる。一方、Sq 場の磁場振幅には太陽 F10.7 電波フラックスに見られない比較的短周期の変動が重畳

している。短周期の変動は、主として半年と 1 年周期の 2 つの成分からなっている。短周期の変動は

図 13: 左右のパネルは、1945—2015 年までの 1 ヶ月平均された太陽 F10.7 電波フラックスと Sq 場の磁

場振幅 26)。左のパネルは、赤道域に分布する 4 観測点における Sq 場の磁場振幅を表し、右のパネル

は、中緯度に分布する 4 観測点のデータを示す。縦の点線は、太陽 F10.7 電波フラックスの値が極小と

なる時期、つまり、太陽活動極小点を示す。 
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地球の自転軸の傾きに起因した地球大気から見た太陽天長角の変動に伴う電離圏の電子密度や熱圏に

おける太陽潮汐風などの季節変動に関係している。 

 

次に、太陽 F10.7 電波フラックスと Sq 場の磁場振幅の相関関係を調べるため、図 14 の各 4 枚のパ

ネルに示されるように、横軸に F10.7 指数、縦軸に各観測点で得られた Sq 場の磁場振幅とする散布図

を作成した。図中には 1 次と 2 次の回帰曲線が描かれている。散布図を見てわかるように、全ての観

測点での Sq 場の磁場振幅は太陽 F10.7 電波フラックスの増加とともに増加する。Sq 場の磁場振幅の

増加率は太陽 F10.7 電波フラックスの増加とともに減少する。この傾向は磁気緯度が高くなるにつれ

て強くなっており、太陽 F10.7 電波フラックスと Sq 場の磁場振幅との間の関係が線形でないことを示

唆している。したがって、高い太陽 F10.7 電波フラックス領域では電離圏 E 領域の形成に必要な太陽

紫外線 EUV フラックスとの間に線形関係にないことが推察される。一方、回帰曲線からの残差は太

陽活動 11 年周期成分以外の変動要因を示しており、回帰曲線からの残差を解析することによって、図

13 で述べた季節変動やほかの要因(太陽風、地磁気永年変化、地球温暖化)について調べることができ

る。図 15 に、太陽 F10.7 電波フラックスと Sq 場の磁場振幅の関係から求めた 2 次回帰曲線からの残

差を時系列にプロットした結果を示す。ここで、曲線からの残差値を Residual Sq (Res—Sq)場と定義す

る。図 15 からわかるように、図 12 で顕著に見られていた約 11 年の太陽活動周期成分が消えている

図 14: 1945—2015 年までの 1 ヶ月平均値の太陽 F10.7 電波フラックスと各観測点における Sq 場の磁

場振幅との相関関係 26)。左上、右上、左下、右下図は、それぞれ AAE(赤道域)、KAK(低緯度) 、
CLF(中緯度)、及び NGK(中緯度)で観測された Sq 場の磁場振幅との関係を表す。また、各パネルに

示されている 2 つの曲線は、相関解析から求めた 1 次と 2 次の回帰曲線である。 
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ことがわかる。図 15 から読み取れる顕著な Res—Sq 場の磁場振幅は 1 年周期以下の短周期の変動であ

る。短周期の振幅は各観測点によっても異なるが、おおよそ 15—25 nT の範囲である。Res—Sq の磁場

振幅の短周期変動は図 13 で述べたように電離圏の電子密度や熱圏における太陽潮汐風などの季節変

動に相当すると考えられる。Res—Sq 場の磁場振幅についての季節変化の周期が赤道域から中緯度に行

くにしたがって長くなっている。図 15 に示す 6 つの観測点における Res—Sq 場の磁場振幅についての

回帰直線に着目してみると、赤道域の Addis Ababa、中緯度の Chambon-La-Foret と Neimegk における

Res—Sq 場の磁場振幅は、顕著な減少トレンドを示している。特に、中緯度の Chambon-La-Foret の傾き

が最も大きくなっており、各観測点によって長期トレンドの大きさが異なっている。各観測点におけ

る Res—Sq 場の磁場振幅における長期トレンドの有無を統計的に調べるため、IUGONET データ解析ツ

ールに実装されている傾向性検定 27, 28)を行った。その結果、低緯度の San Juan を除いて 5 つの観測点

図 15: 1945—2015 年までの太陽活動成分を差し引いた 6 つの地磁気観測点に

おける Residual Sq (Res—Sq)場の磁場振幅の時系列プロット 26)。各パネルの直

線は、Res—Sq 場の線形回帰直線を示す。 
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で Res—Sq 場には統計的に有意な減少トレンドが存在することが分かった。統計的に有意である回帰

直線の傾きは、観測点にも依るが、-0.12—-0.21 nT/yr の範囲であった。負の長期トレンドを見出した時

点で先行研究 25)によって示された Res—Sq 場の磁場振幅には顕著な増加トレンドが存在することが全

ての観測点で成立しないことが判明した。 

次に、Res—Sq 場の磁場振幅の長期トレンドにはどのような緯度、経度の依存性があるのかを調べる

ために、69 の赤道域から中緯度に分布する地磁気観測点のデータを解析した。その結果を図 16 に示

す。図のカラーバーは回帰直線の傾きの値を±0.3 nT/yr の範囲で示している。図 16 には、各観測点の

データに対して傾向性検定を行った結果、有意なトレンドを持つと判定された 40 観測点のデータを

プロットしている。結果、40 点中 29 点の Res—Sq 場の磁場振幅は負のトレンドを示し、負のトレンド

値の平均値は、-0.15 nT/yr であった。Res—Sq 場の磁場振幅における負のトレンドの全球分布は緯度と

経度の依存性を持たず、全ての領域にわたって分布している。ただし、Res—Sq 場の磁場振幅のトレン

ド値は地域によって偏りを持ち、中でもヨーロッパ、インド、およびオセアニア域でトレンドの値が

大きくなっている。図 16 の結果からも先行研究 25)によって示された Res—Sq 場の磁場振幅には顕著な

増加トレンドが存在するという指摘は全球的にみると成り立たないことが結論づけられる。 

3.4 考察 
3.4.1 太陽活動 23/24サイクルの超極小期における Sq場の磁場振幅の低下要因 

 Sellek29)は、赤道域から低緯度に分布する 3 つの観測点で観測された 1 年平均した Sq 場の磁場振幅

には強い太陽活動依存性が存在することを示し、太陽黒点数が太陽活動の良い指標であると考えた。

Sellek は、Sq 場の磁場振幅が年平均した太陽黒点数にほぼ線形的に比例することを見出すとともに、

図 16: Res—Sq 場の磁場振幅についての長期トレンドの全球分布 26)。図のカラーバーは回帰直線

の傾きの値を表す。ここには、傾向性検定を通過した 40 観測点のデータのみをプロットして

いる。 
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地磁気の永年変化によって Sq 場の磁場振幅が変化することも発見した。本研究では、1 ヶ月平均した

Sq 場の磁場振幅の長周期変動は図 13 で示したように太陽 F10.7 電波フラックスに見られる 10—12 年

の太陽活動に 1 対 1 対応の関係をもち、太陽活動極大期には Sq 場の磁場振幅が増大することを示し

た。本研究の結果はこれまでの過去の研究 24, 29)によって得られた結果と一致する。太陽活動極大期に

Sq 場の磁場振幅が増加する主な理由として、(1)電離圏の電子密度の増加に伴って高度方向に積分さ

れた電気電導度が増加する、(2)電離圏高度における太陽潮汐波の活動度の増加に伴って電離圏ダイナ

モ電場が増加することが考えられる。 

 2 番目の理由について考察する。最近、Takeda30)は低緯度の観測点で得られた長期の地磁気データと

電離圏電気電導度モデル値を用いて、Sq 場の磁場変動から見積もった中性風には明瞭な太陽活動の影

響が見られない、むしろ太陽活動と反相関であることを報告している。彼の研究の結論は Sq 場の磁

場振幅に見られる太陽活動成分について電離圏高度における中性風ではなく、高度方向に積分した電

離圏電気電導度の太陽活動成分が主に寄与していることである。興味深いことに、Liu ら 31)は、山川

とトムスクの長期のイオノゾンデデータを解析することにより、1 日と半日周期の潮汐波動の振幅が

太陽活動の増加に伴って減少する傾向を示した。両者の関係は線形ではなく非線形であることも報告

している。Liu らの研究結果は太陽活動極大期に太陽潮汐波動の活動度が低下するため、電離圏ダイ

ナモ電場の大きさが小さくなることを意味する。太陽活動極大期に Sq 場の磁場振幅の増加は太陽潮

汐波動による中性風変動ではなく、主に電離圏電気電導度の変動を反映していると結論できる。 

図 17: 衛星観測から得られた高度 400 km 付近の熱圏大気密度の変動(上段)と 1996 年以降の太

陽極端紫外線(EUV: 26—34 nm)と熱圏大気密度との相関 32)。上段の線は、1 月平均値の密度を表

し、黒線は 1 年平均値を表す。また、2 本の薄灰色の点線は、1976 年を基準にした二酸化炭素

の量を 5％および 20%増加させたときの熱圏大気密度の変化を表す。下段の 2 本の曲線はそれ

ぞれ、太陽活動 23 サイクルの上昇期と下降期のものに対応する。 
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  図 13 で示したように、赤道域から低緯度における Sq 場の磁場振幅が太陽活動 23/24 サイクルの極

小期(2008/10)で前サイクルの極小期のものと比べて 10—15%の減少が認められた。太陽活動 23/24 サイ

クルの極小期における減少要因について上の考察を基にして考えると、Sq 場の磁場振幅の極端な低下

は太陽活動 23/24 サイクルの極小期において電離圏の形成に関係する極端紫外線(EUV)の強度がかな

り低下したことを意味する。Solomon ら 32)は太陽観測衛星 SOHO に搭載された EUV モニター測器か

ら得られた長期の EUV フラックスデータを解析し、図 17 の下段が示すように前太陽活動極小期(1996
年)に比べて太陽活動 23/24 サイクルの極小期(2008 年)における EUV フラックスの値が 10—15%の低下

を報告している。図 13 で既に示した赤道域にある観測点(グアム)における Sq 場の磁場振幅について

実際に前太陽活動極小期と太陽活動 23/24 サイクルの極小期のものを比較すると、約 10 nT の減少が

認められ、比で表すと約 17%の減少量であった。前太陽活動極小期に比べて太陽活動 23/24 サイクル

の極小期における Sq 場の磁場振幅が小さいという傾向は、赤道域の観測点(グアム)以外の場所でも見

られた。太陽活動 23/24 サイクルの極小期における Sq 場の磁場振幅の極端な減少は、電離圏の形成に

関係する太陽極端紫外線(EUV)の強度がかなり低下したことによるものと結論できる。 

3.4.2 太陽 F10.7電波フラックスに対する Sq場の磁場振幅の非線形応答 

 Sq 場の磁場振幅は太陽黒点数や太陽 F10.7 電波フラックスといった太陽活動度指数とよい相関を持

つことがよく知られている 24, 26, 29, 30)。Sellek29)は低緯度観測点(San Juan)で得られた 1929 年から 1965
年までの地磁気と太陽黒点数データを用いて、1 年平均した Sq 場の磁場振幅と太陽黒点数の間には正

の相関が存在し、お互いに線形関係であることを示した。Schlapp らもまた太陽黒点数と Sq 場の磁場

振幅の間に線形関係が存在することを報告しているが、両者の関係から求めた回帰直線の傾きは各太

陽活動サイクルによって異なることを指摘した。彼らの解析結果は Sq 場の磁場振幅の最大値が 100
以上の太陽黒点数に対してあまり大きくならない傾向を示している。本研究で得られた結果では、太

陽 F10.7 電波フラックスと Sq 場の磁場振幅の関係はほぼ線形関係にあるが、69 点中 37 の観測点にお

ける Sq 場の磁場振幅と太陽 F10.7 電波フラックスの関係はむしろ非線形であった。図 14 で示したよ

うに太陽 F10.7 電波フラックスの値が 200 を超えると、Sq 場の磁場振幅があまり増加しない傾向であ

った。過去の研究では太陽活動度指数と Sq 場の磁場振幅の間の線形関係から太陽活動による変動成

分を除去して Resisual Sq 場の磁場振幅の長期トレンドの解析を行っていた。しかしながら、本研究で

は太陽活動が高くなると Sq 場の磁場振幅があまり増加しないという非線形効果を加味せずに行った

場合、太陽活動極大期における Resisual Sq 場の値に非線形効果による誤差が含まれることになる。非

線形効果による誤差を小さくするためには線形回帰ではなく、2 次回帰曲線からのズレを解析したほ

うがよいと考えられる。 

 太陽 F10.7 電波フラックスに対する Sq 場の磁場振幅の非線形応答に関連した研究結果として、電離

圏電子密度を高度方向に積分した全電子数(Total Electron Content: TEC)は、太陽活動極大期における極

端紫外線フラックスや太陽 F10.7 電波フラックス値に対して非線形的な応答を示すことが報告されて

いる 33—36)。Balan ら 33)は、1981—1985 年における地磁気静穏日(Ap<10)に該当する電離圏 TEC 値と太陽

F10.7 電波フラックスの関係を調べた。結果、TEC 値は太陽 F10.7 電波フラックスの値に対して線形

的に比例するが 200 を超えたところで非線形的な関係であった。太陽 F10.7 電波フラックスの値が

200—300 の間では、Sq 場の磁場振幅がほぼ一定になっていた。彼らは太陽 F10.7 フラックスとの非線

形関係が現れる要因として電離圏の電子密度の飽和を提案している 34)。一方、Liu らは太陽 F10.7 電

波フラックスと太陽極端紫外線放射の間の関係を調べ、両者がお互いに非線形の関係であることを示

した 35)が、電離圏の電子密度に関する太陽活動依存性を調べる際に、太陽 F10.7 電波フラックスとの

非線形効果だけでなく、大気と電離圏における力学効果を加味する必要があることを指摘している。

この議論を基に太陽 F10.7 電波フラックスに対する Sq 場の磁場振幅の非線形応答であった理由を考

察すると、太陽 F10.7 電波フラックスと EUV の間の非線形な関係と太陽活動期における電離圏電子密

度の飽和状態が考えられる。今後は SOHO 衛星などの観測データを加味した統合解析からこの要因を
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明らかにしていく予定である。 

3.4.3 Residual Sq 場の磁場振幅における長期変動の全球分布 

 これまでの研究から、いくつかの地磁気観測所で得られた Residual Sq 場の磁場振幅には正のトレン

ドが存在することが示されてきた 24, 25, 29)。Eliasら 25)は低緯度域に分布する 3観測点で得られたResidual 
Sq 場の磁場振幅の長期変動において明瞭な正のトレンドがあることを報告している。しかしながら、

彼らの研究では 1960—2001 年の期間、かつ低緯度の 3 観測点のみの地磁気データを書き記しているに

過ぎないので、Residual Sq 場の磁場振幅における長期トレンドの全球分布は未解明のまま残されてい

た。本研究では、赤道から中緯度に分布する多数の地磁気観測点から得られた長期(1947—2015)の地磁

気データを用いて長期トレンドの全球分布を見出した。結果、図 16 に示すように半数以上の地磁気観

測点における Residual Sq 場の磁場振幅は明瞭な負の長期トレンドを示した。長期トレンドを示す地磁

気観測点の分布は地理緯度と経度の依存性はなかった。特に、ヨーロッパ、インド、カナダ東部、ニ

ュージーランドにおいて負の傾向が強かった。-0.20 nT/yr 以下の傾きをもつ地磁気観測点はヨーロッ

パ地域に集中していた。逆に、ユーラシア大陸、南北アメリカ大陸のいくつかの観測点では、Residual 
Sq 場の磁場振幅が正のトレンドを示した。上記の結果から Elias ら 25)によって提案された地球温暖化

に伴う超高層大気の冷却効果による Sq 場の磁場振幅の増加というシナリオは本研究によって棄却さ

れたことになる。仮に Sq 場の磁場変動を作る電離圏電流が流れる高度領域における電子密度の増加

が地球温暖化に伴う中間圏・熱圏大気の冷却によって引き起こされるとすれば、地球温暖化の影響を

打ち消す、あるいは妨げる他の要因が存在することが考えられる。最近、Cnossen と Richmond は、地

球大気の全球モデル計算を基に、電離圏、熱圏、及び Sq 場の磁場振幅における長期変動の要因を調べ

た。結果、Sq 場の磁場振幅の大きな変動が南米大陸付近に見られ、彼らは Sq 場の磁場振幅の変動が

図 18: 赤道域(Addis Ababa)と中緯度(Chambon-La-Foret)における Residual Sq 場の磁場振幅

と背景磁場のパラメータの相関関係 26)。図中の数字は年を表す。 
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地磁気の永年変化によってもたらされていると解釈した。彼らの研究に習って本研究でも Residual Sq
場の磁場振幅と地球磁場モデルから計算される全磁力の間の関係を調べた。その結果を図 18 に示す。

図 18 を見ると、赤道域(Addis Ababa)の Residual Sq 場の磁場振幅は電離圏 E 領域高度(100 km)におけ

る全磁力との相関はないが、伏角に対しては明瞭な依存性があり、伏角の増加とともに減少する。一

方、中緯度(Chambon-La-Foret) の Residual Sq 場の磁場振幅は赤道域と異なり、全磁力に対してよい相

関を持ち、全磁力の増加とともに Residual Sq 場の磁場振幅が減少する。図 18 の結果から赤道域の

Residual Sq 場の磁場振幅の伏角依存性は、地磁気の永年変化によって赤道ジェット電流の流れる中心

位置の移動を示している。図 18 の結果は地磁気観測点(Addis Ababa)からその電流の中心位置が年と

共に離れていくことを表している。一方、中緯度(Chambon-La-Foret)における Residual Sq 場の磁場振

幅の減少は地磁気の全磁力との相関がよいことから、地磁気の永年変化に伴う電離圏電気電導度の減

少によるものと考えられる。Takeda37)は実際にモデル計算によって電離圏電気電導度が磁場の増加に

伴って減少することを示した。以上の考察から、Residual Sq 場の磁場振幅の長期変動は主に地磁気の

永年変化によってもたらされていると言える。今後は実際の電離圏電導度との比較により、電離圏ダ

イナモ電場や中間圏・下部熱圏風の長期変動の特性と変動メカニズムを解明していく予定である。 

3.5 まとめ 

1947—2015 年までの 69 の地磁気観測点で得られた地磁気 1 時間値を用いて Sq 場の磁場振幅におけ

る長期変動特性を調べた。69 の地磁気観測点で測定された Sq 場の磁場振幅は明瞭な 10—12 年の太陽

活動依存性を示し、各太陽活動極大期に増加する傾向にあった。例えば、1970 年付近に極大となる太

陽活動 20 サイクル時に相当する期間の Sq 場の磁場振幅は、他の太陽活動サイクルに比べて小さくな

っていた。2008—2009 年に出現した太陽活動超極小期における Sq 場の磁場振幅は前太陽活動サイクル

の極小期に比べて 15—20％低下していた。Sq 場の磁場振幅の減少は電離圏の形成に関与する太陽極端

紫外線の強度が小さくなり、電離圏の電子密度が低下したために電離圏電流の大きさが小さくなった

と考えられる。 

太陽 F10.7 電波フラックスと Sq 場の磁場振幅の相関解析から、必ずしも太陽 F10.7 電波フラックス

の値の増加に対して線型的に Sq 場の磁場振幅が増加するのではなく、高い太陽 F10.7 電波フラックス

の値になると Sq 場の磁場振幅の増加率が減少するという傾向を発見した。これまでの電離圏観測と

の結果を考慮すると、高い太陽 F10.7 電波フラックスに対しては電離圏電子密度があまり増加しなく

なり、太陽F10.7電波フラックスに見合った電離圏電流強度にならないことを示唆している。太陽F10.7
電波フラックスと Sq 場の磁場振幅の相関解析から求まった 2 次回帰曲線からの残差を計算し、残差

を Residual Sq 場の振幅と定義し、Residual Sq 場の長期変動特性を調べた。結果、半数以上の地磁気観

測点における Residual Sq 場の磁場振幅は明瞭な負の長期トレンドを示した。負のトレンドを示す観測

点の分布は地理緯度と経度の依存性はなかった。特に、ヨーロッパ、インド、カナダ東部、ニュージ

ーランドにおいて負の傾向が強かった。また、-0.20 nT/yr 以下の傾きをもつ地磁気観測点は、ヨーロ

ッパ地域に集中していた。逆に、ユーラシア大陸、南北アメリカ大陸のいくつかの観測点では、Residual 
Sq 場の磁場振幅が正のトレンドを示した。上記の結果から Elias ら 25)によって提案された地球温暖化

に伴う超高層大気の冷却効果による Sq 場の磁場振幅の増加というシナリオは本研究によって棄却さ

れたことになる。Residual Sq 場の振幅の長期トレンドのメカニズムを明らかにするため、電離圏 E 領

域高度における背景磁場パラメータ(全磁力と伏角)と Residual Sq 場の磁場振幅の相関を調べた。結果、

磁気赤道付近に位置する観測点の Residual Sq 場の磁場振幅は地磁気の伏角と相関し、伏角の増加とと

もに Residual Sq 場の磁場振幅が減少する傾向を示した。一方、中・低緯度の観測点は地磁気の全磁力

と相関し、全磁力の増加とともに Residual Sq 場の磁場振幅が減少する傾向であった。前者の考えられ

る機構として、地磁気の永年変化に伴って赤道ジェット電流が流れる中心位置が変化し、地上の観測

点から赤道ジェット電流が離れた結果であると考えられる。後者の機構は地磁気の全磁力の増加とと

もに電離圏電気電導度が減少し、電離圏電流が流れにくくなったためと考えられる。今後は、実際の
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電離圏電気電導度との比較を通じて Sq 場の磁場振幅から電離圏電場と中性風の速度を推定し、それ

らの長期変動特性を解明する予定である。 

4. 磁気嵐時の地磁気変動に見られる電離圏電流の全球分布 

 本章では、太陽フレアなどによって発生した太陽風擾乱が引き起こす磁気嵐時のグローバルな地磁

気変動特性とその変動から推定される電離圏電流と電場の時間・空間分布について研究を行った結果

について解説する。 

4.1 はじめに 

 惑星間磁場と地球磁場との磁気再結合過程を通じて磁気圏内に生成された大規模な対流電場は、高

緯度と磁気赤道域に Disturbance of Polar Field (DP) 2 型の地磁気変動の要因となる電離圏電流をもたら

すことが 1960 年代の研究によって知られている 38, 39)。図 19 に DP 2 型の地磁気変動から推定される

等価電流系の空間分布と 1963 年 12 月 3 日に観測された Huancayo の地磁気水平成分の変動と IMP—1
衛星による惑星間磁場の角度変化との相関を示す。当時、使用可能な地磁気観測点がまばらであった

ため、DP 2 型電離圏電流は高緯度から中緯度に分布する 2 セル型の電流と赤道域を東向きに流れる環

状電流の 2 種類があると考えられていた。図 19 の右図に示すように、惑星間磁場が南向きになるに

つれて DP 2 型地磁気変動が強められることが分かっていたが、太陽風のエネルギーがどのように磁

気赤道域にまで伝わってくるのかはよくわからなかった。その後、高時間分解能で地磁気を観測でき

る磁力計が全球的に設置されるようになり、グローバルな地磁気変動特性やその緯度間結合過程を調

べることができるようになった。Kikuchi ら 40)は図 20 に示すように高時間分解能を持つ地磁気データ

を用いて、高緯度と磁気赤道の DP 2 型地磁気変動が 25 秒以内の時間スケールで同時に起こっている

ことを示し、DP 2 型地磁気変動をもたらす電離圏電場が高緯度から磁気赤道域へ短い時間スケールで

伝搬していると解釈した。DP 2 型磁場変動の瞬時応答は地球—電離圏の空間内を 0 次の導波管(TM0)
モードの高速伝搬によって説明されている 41, 42)。Kikuchi ら 40)は EISCAT レーダーで測定された電離

圏電場と磁力計ネットワークから得られた地磁気データ解析に基づいてオーロラ帯の DP 2 型地磁気

変動が電離圏ホール電流によって引き起こされていることを実証し、昼間側赤道域の DP 2 型地磁気

変動が Cowling 効果 43, 44)によって増強された電離圏ペダーセン電流によるものと解釈した。同様の DP 
2 型電離圏電流は磁気急始現象 45—47)、Pc 5 地磁気脈動 48)、サブストームの成長層 49—51)や磁気嵐 52—54)な

図 19: DP 2 型地磁気変動から推定される電離圏等価電流系(左図)と 1963 年 12 月 3 日に観測

された Huancayo における地磁気水平成分の変動と IMP—1 衛星による惑星間磁場の角度(右
図)39)。なお、惑星間磁場の角度は北向きを正にとる。 
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どのグローバルな地磁気変動の解釈に適用されてきた。 

 磁気嵐中に増大した対流電場は地球近傍の磁気圏尾部から内部磁気圏へプラズマシートの熱いプラ

ズマを運び、地球磁場の勾配や曲率などの磁場の空間構造の影響を受けてイオンが西向き、電子が東

向きにドリフトし、内部磁気圏内に部分環電流を形成する。部分環電流は午後側と午前側の電離圏か

ら入り、出ていく領域 2 型の沿磁力線電流に接続している。領域 2 型の沿磁力線電流の発達に伴って

中低緯度の電離圏に対流電場を打ち

消す遮蔽電場が形成される 54—59)。惑星

間空間磁場が南向きの間は対流電場

が発達しており、中低緯度と赤道域の

電離圏に形成される遮蔽電場の強度

を上回っている。遮蔽電場は対流電場

の増大後に発達するため、地上の地磁

気データから推察されるように約

15—20 分後に有効になってくる 54, 60)。

数値シミュレーション結果では、遮蔽

電場は対流電場の増大後に 20—30 分

経過してから有効的になる 59, 61)。惑星

間磁場の北転に伴って惑星間磁場が

南を向いていた時期に発達していた

対流電場が急激に弱まると、増大した

遮蔽電場が中・低緯度の電離圏電場の

逆転をもたらす 62—65)。逆転した電場は

しばしば遮蔽電場として同定され 63—

65)、遮蔽電場は昼間側磁気赤道におい

て西向きの赤道ジェット電流を駆動

図 20: 高緯度と磁気赤道の地磁気観測点で観測された DP 2 型地磁気変動(左図)とその変動から

推察される DP 2 型電流システムの概観(右図)39)。 

図 21: あけぼの衛星に搭載された電場計測器(EFD)によ

って得られた磁気嵐時における磁気圏電場の空間分布
71)。電場の大きさをカラースケールで表している。

上、中、下段のパネルは、それぞれ電場の太陽方向

(Ex)、夕方方向(Ey)、各 bin について統計した際に用い

た衛星の軌道数を示す。 
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する。西向きの赤道ジェット電流は地上で負の南北成分の磁場変動を作り出すため、逆向き赤道ジェ

ット電流(equatorial counter electrojet: CEJ)と呼ばれている 51, 54, 62, 66—68)。モデル計算結果によれば、遮蔽

電場は数 10 分継続することが分かっている 60, 69)。 

 Wilson ら 52)は磁気嵐の初相と主相時における高緯度と中緯度における DP 2 型電離圏電流の変動特

性を調べた。磁気嵐中に CRRES 衛星が内部磁気圏における電磁場とプラズマを測定しており、環電

流の内側に強い電場の出現を捉えていた。彼らは DP 2 型電離圏電流に関係する電離圏電場が内部磁

気圏で発達した環電流の発達に寄与することを指摘している。Wilson らの研究結果は内部磁気圏で観

測される対流電場と中緯度の電離圏電場が磁力線を介して結合していることを示唆する。1989 年に打

ち上げられたオーロラ観測衛星、あけぼの衛星の電場データを用いて、Shinbori ら 70)は 1989 年 3 月

13—14 日に発生した超巨大磁気嵐の主相時に内部磁気圏に非常に強い対流電場が形成されていること

を見出した。強い対流電場が出現する領域が磁気嵐の発達とともに地球側へ近づいていく傾向にあっ

た。Nishimura ら 71)は、複数の磁気嵐時におけるあけぼの衛星の電場データの統計解析を行うことに

よって、磁気嵐時に形成される内部磁気圏電場の時間変動と空間分布を明らかにした。図 21 の Ey 成

分に着目すると、地磁気静穏時における電場分布は、空間的に一様で電場強度も 1 mV/m 以下と弱か

ったが、磁気嵐主相時にはその様相が一変し、空間的に不均質な強い電場が朝と夕方側の地球近傍の

内部磁気圏に出現し、電場強度は 2—4 mV/m に達していた。電場の強度と空間分布には、朝—夕の非対

称性が見られた。磁気嵐回復相になると午後側と真夜中すぎの地球近傍の内部磁気圏に逆向きの電場

が形成されることが分かった。一方、Kikuchi ら 53)は複数の磁力計ネットワークから得られた地磁気

と太陽風データを比較することにより、2001 年 11 月 6 日に発生した大きな磁気嵐時における地磁気

変動特性を調べた。結果、磁気嵐の開始とともに午前側の中緯度(磁気緯度 55—60 度)に強いオーロラ

ジェット電流が形成し、赤道ジェット電流の急増が起こっていた。磁気嵐の回復相に入ると中緯度に

あったオーロラジェット電流が強度を弱めながら極方向へ移動し、赤道域では西向きの赤道ジェット

電流が卓越していた。磁場変動の逆転は磁気嵐の主相と回復相で DP 2 型の磁場変動を引き起こす電

離圏電流、電場分布が異なることを意味しており、電場の空間分布が環電流の発達と衰退に関係して

いることを示唆する。 

 磁気嵐時におけるサブオーロラ帯や中緯度の電離圏電場の直接観測は、これまで衛星、非干渉散乱

レーダーや SuperDARN レーダーを用いて行われてきた 72—75)。しかしながら、衛星やレーダー観測の

空間的な制約によって磁気嵐時の中緯度における電場の空間分布についてはあまりよく調べることが

できなかった。本研究では、2002 年 5 月 23—24 日に発生した磁気嵐イベントについて地上の磁場変動

の緯度と地方時分布を調べ、磁気嵐の各相についての全球的な電離圏電流の時間と空間変動特性を明

らかにする。 

4.2 観測データと解析手法 

 本研究では、高緯度から磁気赤道まで分

布する観測点から得られた地磁気 1 分値デ

ータを使用した。図 22 には使用した 170 の

地磁気観測点の位置を表す。170 の地磁気

データは複数の地磁気観測ネットワーク

(International Monitor for Auroral 
Geomagnetic Effects: IMAGE, Geophysical 
Institute Magnetometer Array: GIMA, 
Canadian Array for Realtime Investigators of 
Magnetic Activity: CARISMA, and NICT 
Space Weather Monitoring: NSWM53))と京都

大学地磁気世界資料センターから提供され
図 22: 本解析に用いた地磁気観測点 76) 
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たものである。ACE 衛星から得られた太陽風と惑星間磁場のデータは NASA/NSSDC Coordinate Data 
Analysis (CDA) website から公開されているものを使用した。本データ解析には、地磁気と太陽風デー

タを一元的に取り扱う IUGONET データ解析ツール 7, 8)を駆使した。 

 磁気嵐中に地上で観測される地磁気変動は電離圏電流、沿磁力線電流、環電流、磁気圏界面電流な

どによって形成されるので、磁気嵐の発達と衰退に伴う電離圏電場の空間分布の変動をとらえるため

には、電離圏電流の作る磁場成分を取り出す必要がある。電離圏電流の作る磁場変動を抽出するため

に、1 ヶ月の中で 10 日地磁気静穏日に該当する地磁気データから平均的な日変化のパターンを求め、

元の観測データからその日変化成分を差し引き、地磁気 3 成分のデータを地理座標系から地磁気座標

系に変換した。最後に、環電流と磁気圏界面電流の効果を極力小さくするため、低緯度に分布する観

測点のデータを各観測点のデータから差し引いた。最後の解析では 4 つのセクターに分割し、各セク

ターに含む代表的な低緯度観

測点を選び、各観測点の磁気緯

度に応じて磁気緯度の補正を

施したものを用いた。10 日静

穏日を同定するために地磁気

Kp 指数から作成された地磁気

静穏日リストを用いた。地磁気

静 穏 日 リ ス ト は

GeoForschungsZentrum (GFZ, 
Potsdam, Germany) から提供さ

れたものである。 

4.3 解析結果 

4.3.1 2002年 5月 23—24日に発

生した磁気嵐の外観 

 図 23 のパネル(a)—(f)は、ACE
衛星で測定された太陽風密度、

太陽風速度、惑星間磁場 3 成分

(Bx, By, Bz)と地磁気 SYM-H指

数を示す。各パラメータの時間

分解能は 1 分である。惑星間磁

場の座標系は、Geocentric Solar 
Magnetospheric (GSM)座標系で

あり、ACE 衛星は地球と太陽

の間にあるラグランジュ地点

付近を航行していた。時間幅

は、2002 年 5 月 23 日 09:00—
21:00 (UT)となっている。太陽

風と惑星間磁場は、地球と

ACE 衛星間を移動する太陽風

速度から計算される時間だけ

右へシフトしている。図 23 の

パネル(a)と(b)が示すように、

太陽風衝撃波の通過に伴う 2
度の急峻な太陽風密度と速度

図 23: 2002 年 5 月 23—24 日に発生した磁気嵐イベントの概観
76)。パネル(a)—(f)は、それぞれ太陽風密度、速度、惑星間磁場 3
成分(Bx, By, Bz)と地磁気 SYM—H 指数である。 
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の増加が見られ、太陽風密度と速度の増加による磁気圏の急激な圧縮を示唆する SYM—H 指数の急増

が観測されている。このときの時刻はそれぞれ、10:49 (UT)と 15:42 (UT)であった。太陽風衝撃波が通

過した後に惑星間磁場 Bz 成分が南を向いたため、SYM—H 指数の急激な減少を表しているように 2 回

の磁気嵐が発生している。2 回目の磁気嵐によって SYM—H 指数の値が約 110 nT まで降下した。1 回

目の衝撃波が地球磁気圏に到来後、しばらく惑星間磁場 Bz 成分が北を向いたままであったため、す

ぐには磁気嵐の発達は見られず、SYM—H 指数の値が正のままになっていた。一方、惑星間磁場 Bz 成

分が北向きに変化する、またはその南向き成分が弱まると同時に磁気嵐の発達は止まり、2 つとも

SYM—H 指数の上昇を示す磁気嵐回復相に移行している。1 回目の磁気嵐の回復相において惑星間磁場

Bz 成分が北を向いているにも関わらず、14 時以降の SYM—H 指数がほぼ一定の値を示していること

が興味深い。 

4.3.2 高緯度から磁気赤道に至る地磁気南北と東西成分の変動特性 

 磁気嵐時における電離圏電流の時間と空間変動を明らかにするため、4.2 の解析手法によって得ら

れた高緯度から磁気赤道までに点在する地磁気観測点における地磁気南北と東西成分の変動について

の解析を行った。図 24 に 1 つ目の磁気嵐時に相当するアメリカとヨーロッパ地域で観測された地磁

気南北成分(灰色)と東西成分(薄灰色)の変動特性を示す。1 つ目の磁気嵐の期間中、アメリカ(左図)と
ヨーロッパ地域(右図)はそれぞれ午前側と午後側に位置していた。2 つ目の縦の点線以降、SYM—H 指

数の減少を示す磁気嵐主相の期間となるが、アメリカ地域では磁気赤道の HUA を除く全地磁気観測

点で磁気嵐の発達とともに地磁気南北成分の減少を示し、地磁気南北成分の変動量は磁気緯度 60 度

付近の領域で最大となる。逆に、ヨーロッパ地域では磁気赤道を除く磁気緯度 61 度以下の領域で地磁

気南北成分の増加を示し、回復相に移行する少し前に最大となる。また、61 度よりも高緯度になると、

図 24: 1 回目の磁気嵐の期間に相当するアメリカ(左図)とヨーロッパ地域(右図)で観測された地

磁気南北成分(灰色)と東西成分(薄灰色)の変動特性。このときアメリカとヨーロッパ地域の地磁

気観測点はそれぞれ午前側と午後側に位置していた。上段のパネルは、SYM—H 指数を表し、

それ以降のパネルの横に記されている数字は、観測点の磁気緯度を表す。縦の点線はそれぞれ

磁気急始時、主相と回復相の開始点を表す。 
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地磁気南北成分の変動量は小さくなり、磁気嵐主相の途中から増加から減少に転じていた。地磁気南

北成分の増加から減少の変化は地磁気変動を作り出す電離圏電流の流れる方向が変わったことを意味

している。オーロラジェット電流の位置よりも北側の領域では電離圏電流の流れる方向が反転してい

るため、地磁気変動から推察すると、磁気嵐の発達とともにオーロラ帯ジェット電流の位置が移動し

たためと考えられる。図 24 で一番のポイントは午前側と午後側の地磁気南北変動が逆転しているこ

とである。図 24 に示す地磁気変動から午前側では西向き、午後側では東向きの電離圏電流が流れてい

たことがわかる。磁気嵐回復相に入ると、アメリカとヨーロッパ地域ともに磁気嵐主相で見られた変

動とは逆の変動を示している。例えば、アメリカ側の観測点のデータを見てみると、磁気赤道以外増

加に転じている。アメリカ側の磁気赤道では、磁気嵐主相時では地磁気南北成分が正の値をとってい

たが、惑星間磁場が北を向き、磁気嵐回復相になると、負の値になっていた。惑星間磁場の北転に伴

う磁気赤道の磁場変化は、磁気嵐の主相と回復相とでは赤道ジェット電流の流れる方向が逆転してい

ることを表している。上述のように観測点の磁気緯度と地方時によって磁気嵐時における地磁気変動

のパターンが異なる。図24に示された地磁気変動をわかりやすく模式図で示すと図25のようになる。 

 

4.3.3 磁気嵐時における電離圏等価電流の空間分布 

 ここでは、磁気嵐時のグローバルな電離圏電流の時間と空間発展を調べるため、各観測点で得られ

た地磁気南北と東西成分の変動量から電離圏等価電流のグローバルな分布を導出した。以下にその結

果を示す。図 26 の左のパネルが示すように、磁気嵐主相時ではアメリカ大陸上空で時計回りの大規模

な電離圏電流が流れ、ヨーロッパ地域では逆に反時計回りの電流が流れている。アメリカ大陸上空の

電離圏電流分布は過去の研究 38)によって示されている DP 2 型の電流パターンに一致している。DP 2
型電流の渦中心の磁気緯度はそれぞれ、70 度と 65 度であった。若干、午後側の電流渦の中心が低緯

図 25: 磁気嵐主相と回復相で観測される地磁気南北成分の変動の模式図。上段に模式的に描い

た SYM—H 指数の変動を表している。図面は磁気赤道の観測点 HUA の地方時を基準に描かれ

ている。 

生存圏研究 第12号 p.94 2016年

−94−



度側に寄っている。DP 2 型電離圏電流が支配的な領域は磁気緯度 30 度付近にまで広がっていた。逆

に、惑星間磁場が南から北へ転向し、磁気嵐回復相に入ると電離圏電流分布が一変する。図 26 の中央

のパネルが示すようにまず、アメリカ、ヨー

ロッパ地域の中緯度から低緯度の観測点上空

の電離圏電流の向きが主相時と比べると逆に

なっていることが見て取れる。電離圏電流の

向きが変わっている領域の北限はアメリカ側

で 55 度、ヨーロッパ側で 50 度であった。ア

メリカ側の高緯度に目を向けてみると、主相

時に現れていた時計回りの渦電流の支配領域

が縮小し、磁気緯度 55—75 度の領域に限られ

ていた。昼間側の高緯度(磁気緯度 80 度以上)
の領域に別の小さな電流渦の出現が見られ

る。昼間側高緯度の電流渦の方向は、反時計

周りで通常の対流電場によって駆動される 2
セル型の電流渦とは異なっている。2 度目の

衝撃波の到来後に再び惑星間磁場が北から南

へ転向し、磁気嵐の主相へと入っていくが、2
度目の磁気嵐主相時の電離圏等価電流分布

は、1 度目の磁気嵐主相時と同様に 2 セル型

の電流分布になっている。2 セル型電離圏電

流が卓越していることから、磁気嵐主相時に

は大規模な電離圏電流が卓越し、回復相にな

ると DP 2 型電離圏電流が支配的になる領域

が縮小し、極冠域と中緯度から低緯度にかけ

て 2 セルとは逆向きの電離圏電流が出現して

いると推定される。一方、夜側中緯度（日本

列島、カムチャッカ半島、カムチャッカ半島

から南東方向の海上）に分布する観測点では、

ほとんど等価電流の方向が変化していない。

図 27: 2 つの磁気嵐における SYM—H 指数と昼と

夜側に位置していた時期赤道上の観測点の地磁気

南北成分の地場変動 76)。期間 A—E はそれぞれ磁

気嵐初相、主相、回復相、主相、および回復相の

期間を示す。 

図 26: 北極側から見た磁気嵐時の電離圏等価電流分布。図面の外側の数字は、磁気地方時を表

す。左から順に 1 つ目の磁気嵐主相時(11:30 UT)、回復相時(13:30 UT)、および 2 つ目の磁気嵐

主相時(16:30 UT)である。 
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等価電流に変動が見られないことは夜側中緯度領域では日照がなく、電離圏電気伝導度が昼間側に比

べて 1—2 桁も小さいため、ほとんど中緯度領域では電離圏電流が流れないことを意味している。その

代わりに、高緯度電離圏と結合している沿磁力線電流が作る磁場変動が卓越する 54)。夜側中緯度の磁

場変動は沿磁力線電流の位置に依存して変動するため、電離圏電流が作る磁場変動とは異なっている。 

4.3.4 磁気嵐時における昼間側と夜側の時期赤道上の磁場変動の比較 

 図 27 は、昼間側と夜側に位置していた磁気赤道域の 2 つの観測点(HUA と YAP)で得られた磁気嵐

時の地磁気南北成分の変動を示す。図 27 の上段は地磁気 SYM—H 指数である。期間 A—E は図 24 で説

明した期間と同じである。最初の磁気急始部において SYM—H 指数の値が急激に増加し、SYM—H 指

数の増加と同時に昼間側の HUA では増加、夜側の YAP では減少を示した。その傾向が磁気嵐初相と

主相時まで継続し、初相から主相へ移行するときに、昼間側の HUA では顕著な増加、夜側の YAP で

は負の変動量がやや小さくなった。回復相になると、昼間側の HUA では南北成分の変動量が正から

負へ変化し、逆に夜側の YAP では負から正の値へ変化した。南北成分の磁場変動大きさは時間の経過

ともに弱まっていき、ゼロ付近へと漸近していく傾向にあった。1 つ目の磁気嵐時における昼間側の

変動量は夜側のものと比べて約 3—4 倍大きかった。夜側の磁場変動が小さいことは夜側の電離圏電気

伝導度が小さいことにあると考えられる。同様の傾向が 2 つ目の磁気嵐においても見受けられた。磁

気赤道域における地磁気南北成分の磁場変動から、磁気嵐主相時には昼間側の領域では東向きの電流

が卓越し、夜側では西向きの電流が卓越していると考えられる。電場の立場から見れば、昼間側の領

域では東向きであり、夜側では西向きである。昼夜の磁気赤道の磁場変動の特徴から、極域電離圏に

持ち込まれた朝—夕方向の対流電場が昼夜の電離圏へ伝搬していると考えられる。 

4.4 考察 

4.4.1 磁気嵐中の電離圏電場の磁気赤道域への侵入過程 

 大規模な対流電場は強い南向きの惑星間磁場が地球磁気圏へ到来することによって、昼間側の磁気

圏界面で起こる惑星間磁場と地球磁場との再結合を通じて強められる。磁力線の再結合過程によって

増大した対流電場は内部磁気圏に環電流を作り出し、環電流の作る磁場によって地上の磁場強度が全

球的に弱められる。これまでの研究から増大した対流電場は高緯度から磁気赤道へ侵入し、磁気嵐主

相時に中緯度電離圏に DP 2 型電流を引き起こすことがよく知られている 53, 54, 77, 78)。Tsuji らは、磁気

嵐時における磁場変動の解析から DP 2 型電離圏電流が磁気嵐主相時に磁気緯度 30 度付近にまで広が

っていることを示した 54)。本研究では多数の地磁気観測点のデータを解析することにより、2 セル構

造した DP 2 型電離圏電流が午前側、午後側ともに磁気緯度 30 度付近にまで拡大することに加えて、

図 27 に示す通り昼夜の磁気赤道の磁場変動が逆転していることを示した。前半の結果は Nishida39)、

Kikuchi75)らの研究結果と整合するものである一方、夜側磁気赤道の磁場変動を捉えることにより、昼

夜の磁気赤道領域に電場が侵入していることをグローバルな磁場観測から初めて明らかにした。昼間

側と逆向きの夜側磁気赤道電流の検出に成功したことで、約 40 年前の研究 39)で提案された磁気赤道

を東向きに一周する電離圏環状電流系は存在しないことを示した。本研究で解析した磁気嵐イベント

では、DP 2 型電離圏電流渦の中心が午前側で 70 度、午後側で 65 度に位置し、太陽風—磁気圏相互作

用で作り出された沿磁力線電流が電離圏に流れ込む、あるいは流れ出している位置がその磁気緯度に

あることがわかった。DMSP 衛星による観測から、Heelis と Mohapatra は、Dst 指数が-300 nT 以下に

なるような超巨大磁気嵐時には、大規模な対流電場が磁気緯度 20 度付近の低緯度領域にまで拡大す

ることを報告している。磁気嵐主相時に対流電場の低緯度方向への拡大は、図 26 に示すように DP 2
型電離圏電流の中緯度域への拡大とオーロラジェット電流の赤道方向への移動と一致している。DP 2
型電離圏電流を駆動する電場は、非干渉散乱レーダー77, 78)や衛星 79)によっても観測されている。電離

圏電場の赤道方向への拡大はいくつかの衛星 80, 81)によって観測されているように深内部磁気圏領域へ

対流電場を侵入させ、内部磁気圏のプラズマ環境を変貌させる。 
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惑星間磁場の北転または南向き強度の減少に伴って磁気嵐回復相が始まり、大規模な対流電場が急

速に弱まる。惑星間磁場の北転または南向き強度の減少時には、図 26、27 に示したように昼間側の中

緯度(30—50 度)と磁気赤道において電離圏電流の向きが逆転する。夜側の磁気赤道においても昼間側

の逆転現象に呼応して電流の向きが西向きから東向きへと変わる(図 26)。中緯度—赤道域における電

離圏電流の逆転現象は、領域 2 型の沿磁力線電流系が中緯度以下の領域では領域 1 型の沿磁力線電流

系よりも卓越することを表している。中緯度における電離圏電流の逆転現象は過遮蔽と呼ばれている
53)。図 26 の中央のパネルに見られるように、朝側の東向き電流が磁気嵐回復相において磁気緯度 50—
60 度付近で西向きへと逆転している。この結果から、領域 2 型の沿磁力線電流の足元が磁気緯度 50—
60 度緯度付近に位置すると考えられる。磁気緯度 50—60 度緯度付近の緯度帯は地球半径 3—4 倍の磁気

赤道面を横切る磁力線が走る内部磁気圏領域に相当する。したがって、領域 2 型の沿磁力線電流の起

源となる部分環電流がちょうどその領域に存在することがわかる。中緯度—赤道域における過遮蔽現

象は、Kikuchi らの研究 53,75)により既に報告されているが、本研究ではグローバルな等価電流系マップ

を作成し、磁気嵐主相と回復相の状態を比較することで、領域 2 型の沿磁力線電流に伴う渦構造を同

定できた。先行研究では、ある特定の磁気経度に分布する少数の地磁気観測点のデータしか解析を行

っていなかったため、領域 2 型の沿磁力線電流に伴う渦構造の同定には至っていなかった。領域 2 型

の沿磁力線電流に伴う渦構造を見出した点が本研究で得られたもう一つの新しい事項である。一方、

いくつかの過去の研究によって対流電場の急激な減少に伴って赤道ジェット電流が逆転することが報

告されている 53, 54)。しかしながら、本研究ではアメリカとヨーロッパ域に属する磁気赤道においてそ

の応答が異なることを示した。アメリカ域に属する磁気赤道の観測点では、惑星間空間磁場や太陽風

の変動に対して明瞭な磁場変化が現れ、磁場の変動量もかなり大きい。しかし、ヨーロッパ域の磁気

赤道域では、太陽風や惑星間空間磁場変動による地磁気の応答が見られないこともある。地磁気変動

の経度依存性については今後の研究によって明らかにすべき事項として挙げられる。 

4.4.2 夜側赤道ジェット電流 

 本研究では、磁気嵐主相と回復相時にそれぞれ西向きと東向きの電離圏電流が夜側磁気赤道域に流

れていることを地磁気変動の解析から突き止めた。夜側磁気赤道域の地磁気変動は昼間側の赤道ジェ

ット電流の変化に対応していた。昼間側の地磁気変動との対応関係は対流電場や遮蔽電場が夜側の磁

気赤道域にも侵入し、夜側磁気赤道域での Cowling 効果によって他の夜側の緯度帯に比べて電離圏電

流が増幅されることを示している。Tsuji らもまた、夜側の西向きジェット電流が磁気嵐の主相時に強

められることを報告している 54)。彼らの結果では、磁気赤道域における磁場変動の最大値は昼間側で

270 nT、夜側で 35 nT であった。Abdu らは、磁気嵐時における昼と夜側の赤道域の磁場変動をもとに

夜側の電離圏 E 領域の電導度が昼間の 0.2 倍であることを見積もっている 82)。Shinbori らは、Tsunomura
電離圏電場ポテンシャル解法 83)を用いて赤道域の磁場水平成分の変動量を計算し、夜と昼の磁場変動

比が 0.14 と見積もっている 46)。本研究では、図 26 において 16:55 (UT)付近の YAP と HUA の磁場変

動の比は 0.22 となり、過去の研究例 82)に一致する。上記の議論から侵入電場は夜側の電離圏の状況下

でも磁気赤道域では十分な大きさ磁場変動を引き起こすと言える。 

4.5 まとめ 

 本研究では、磁気嵐時における高緯度から磁気赤道域に至る広範な領域の磁場変動分布の時間発展

を調べるため、高緯度から磁気赤道域までの領域をカバーする多点の地上観測点から得られた磁場デ

ータの包括的な解析を行った。磁気嵐主相時における昼間側の等価電流分布は領域 1 型の沿磁力線電

流によって駆動される 2 セルの電流渦の構造をしており、2 セルの電流渦が磁気嵐の発達とともに低

緯度側へ拡大していく様相が見られた。磁気嵐の発達期の頂点では、2 セルの電流渦の下限域は磁気
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緯度 30 度以下の低緯度域にまで達していた。2 セルの電流渦の中心は午前側では磁気緯度 70 度付近

に、午後側磁気緯度 65 度付近に位置しており、午後側の中心位置がやや低緯度側に寄っていた。領域

1 型の沿磁力線電流系の強まりに呼応して、昼と夜側の磁気赤道域ではそれぞれ、東向きと西向きの

赤道ジェット電流が強められていた。昼夜の磁気赤道域における地磁気変動は増大した対流電場が昼

夜の磁気赤道域にまで侵入し、昼間側では東向き、夜側では西向きの電場が赤道電離圏へ印加したこ

とを意味している。惑星間磁場の南向き成分が弱まる、あるいは北転することによって磁気嵐回復相

が始まると、領域 1 型の沿磁力線電流が駆動する 2 セルの電流渦は弱まりながら縮小し、極冠域と中

緯度域に新たな電流渦が出現した。中緯度域に形成された電流渦は内部磁気圏を流れる環電流と接続

する領域 2 型の沿磁力線電流を起源とするものである。領域 1 型の沿磁力線電流と領域 2 型の沿磁力

線電流の発達と衰退時間が異なるため、前者が急速に弱まるときに一時的に後者の電流系が強くなっ

た状態が形成される。領域 2 型の沿磁力線電流の寄与が強まるとき、磁気赤道域では磁気嵐主相時と

は逆向きの電流が昼と夜側に流れていた。極冠域に出現した電流渦は強い北向きの惑星間磁場とロー

ブ域の地球磁場との再結合によって生む出された NBZ 型の沿磁力線電流が起源となる。以上の観測

事実から磁気嵐の主相と回復相時における沿磁力線電流と電離圏電流分布の描像は Kikuchi75)らの研

究で提唱された電流系に夜側赤道電流系を追記した図 28 のようになる。 

 

5. おわりに  

 本解説では、著者が京都大学生存研研究所で進めてきた主な 3 つの研究例について既に論文等に発

表している内容に加えて新たな考察や解説を加えた。序論でも述べたように地球の超高層大気は太陽

活動と上方へ伝搬してくる下層大気起源の大気波動の影響を受けているため、超高層大気で観測され

る変動現象の発生メカニズムを解明するためには、太陽から地球大気に至る地上と衛星観測を組み合

わせた統合解析が必要である。したがって、多種多様な観測データを 1 元的に取り扱うデータ解析シ

ステムの開発が必要であり、筆者は IUGONET プロジェクトメンバーの一員として主体的に多種多様

な観測データを取り扱うデータ解析システムの開発に取り組んだ。第 2 章でデータ解析システムにつ

図 28: 磁気嵐の主相(左のパネル)と回復相(右のパネル)時における沿磁力線電流と電離圏電流

分布の描像。2 組矢印はそれぞれ、領域 1 型の沿磁力線電流(Field-Aligned Current: FAC)系と領

域 2 型の沿磁力線電流系を表す。 
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いて詳しく述べたので、この解説を読んで IUGONET データ解析ツールの使い方を学んでいただけた

ら幸いである。IUGONET データ解析ツールの威力を皆さんに知っていただくため、第 3 と 4 章に 2
つの超高層大気に関する研究事例(1. 地磁気日変化の振幅に見られる超高層大気の長期変動特性につ

いて、2. 磁気嵐時の地磁気変動に見られる電離圏電流の全球分布)についての成果概要をまとめた。 
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